
（調査の概要）

• 入札契約適正化法に基づき、国、特殊法人等及び地方公共団体の入札契約制度について毎年

 度実施状況の調査を実施しており、本年度の調査結果を１２月１９日公表済み。

• 本年度は、国、都道府県及び人口５万人以上の市・特別区を対象に実施状況及び取組方針を新

 たに個別公表。

平成１９年１２月２７日

入札契約適正化法に基づく実施状況調査の結果について入札契約適正化法に基づく実施状況調査の結果について

（国及び特殊法人等について）

• 一般競争入札については、全ての機関で導入済。

• 総合評価方式については、国の機関の７２．２％（１８年度）から７７．８％（１９年度）、特殊法人等

 の８２．４％（１８年度）から８９．１％（１９年度）に増加しており、導入済の機関が拡大。

• 総合評価方式の実施目標については、平成１９年度に国の機関の５３．８％、特殊法人等の４５．

 ５％において設定。

• ダンピング対策としての低入札価格調査制度については、平成１９年度に国の機関の８８．９％、

 特殊法人等の９８．４％において採用しているが、一部の機関において未導入。

資料３



（地方公共団体について）

• 一般競争入札の導入については、４８．６％（１８年度）から５５．２％（１９年度）に増加。

都道府県、指定都市においては全ての団体、市区町村においては５３．６％の団体で一般競争入

 札を導入。

• 総合評価方式の導入については、４．９％（１８年度）から２６．８％（１９年度）に増加しているが、

 一般競争入札と比較すると不十分。

都道府県、指定都市においては全ての団体、市区町村においては２４．３％の団体で総合評価方

 式を導入。

• ダンピング対策のための低入札価格調査制度及び最低制限価格制度については、７８．４％（１９

 年度）の団体でいずれかの制度を採用しており、７４．４％（１８年度）から増加。

• 予定価格については６４．１％、最低制限価格については２１．１％において事前公表。
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